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2018 年 3 月 18 日と 19 日に京都大学で開催された日本ローマ法
研究会第一回大会において、筆者は『学説彙纂』第 16 巻第 3 章第
31 法文（トリフォニヌス『討論録』第 9 巻）第 1 項について研究報
告をした1。本トリフォニヌス法文2は、2007 年 10 月 31 日にミュン
 
1 拙稿「ローマ法文読解（Digestenexegese）の意義－2007 年 10 月 31
日の Bürge ゼミ－」『久留米大学法学』78 号（2018 年）51 頁は、こ
の時の報告に加筆したものである（以下、「前稿」という）。また、2019










稿 62 頁注 11 を参照）が、その後、佐々木健教授から、船田享二『ロ








翌 2019 年 3 月 14 日と 15 日に同じく京都大学で開催された同研
究会第二回大会において再び研究報告をする機会を得た筆者は、
2007 年 10 月 24 日の Bürge ゼミで検討された『学説彙纂』第 41 巻
第 2 章第 1 法文（パウルス『告示注解』第 54 巻）第 3 項（以下、
「本法文」という）を取り上げた。本稿はその報告に加筆したもの
 
は被告になれるとした」とあり、根拠として『学説彙纂』第 6 巻第 1 章
（ウルピアヌス『告示注解』第 16 巻）第 9 法文および Jörs-Kunkel, 






































4  Liebs, Römisches Recht; Kaser/Knütel, Römisches Privatrecht; Kunkel, 
Herkunft und soziale Stellung der römischen Juristen, 1967 が紹介された。
なお、筆者のメモには Liebs と Kaser/Knütel の発行年についての記載が
なく、発行年が言及されたか否かについての記憶もない。 






紹介、ドイツ民法 104 条9の説明があった後、本法文10が検討された。 
D. 41, 2, 1, 3 (Paul. 54 ed.) 
Furiosus, et pupillus sine tutoris auctoritate, non potest incipere 
possidere, quia affectionem tenendi non habent, licet maxime corpore 
suo rem contingant, sicuti si quis dormienti aliquid in manu ponat. 
Sed pupillus tutore auctore incipiet possidere. Offilius quidem et 
 
6  Otto/Schilling/Sintenis, Das Corpus Iuris Civilis, 1830-1833; Behrends/ 
Knütel/Kupisch/Seiler, Corpus Iuris Civilis, Text und Übersetzung, 1990-. 
7 Lenel, Edictum Perpetuum が紹介された。本書についても筆者のメモ
に発行年の記載はないが、紹介されたのはおそらく第 3 版（1927 年）
であったように思う。 
8 10 月 17 日のゼミで紹介された文献（注 4 および注 5 を参照）に Bürge, 
Römisches Privatrecht, 1999 が追加された。 
















Nerva filius etiam sine tutoris auctoritate possidere incipere posse 
pupillum aiunt: eam enim rem facti, non iuris esse: quae sententia 
recipi potest, si eius aetatis sint, ut intellectum capitant. 
ゼミでは、まず参加者（20 人前後）が本法文を音読し11、次にド
イツ語に翻訳する作業が行なわれた。本稿では日本語に翻訳する12。 
『学説彙纂』第 41 巻第 2 章第 1 法文（パウルス『告示注解』

































た、木庭・同書 944 頁以下で詳細に分析される pro Caecina については、
吉原達也「キケロ『カエキーナ弁護論』(1) ～ (3 完)」『広島法学』34
巻 3 号（2011 年）135 頁、同 35 巻 1 号（2011 年）91 頁、同 2 号（2011
年）52 頁（pro Caecina の邦訳）、同「キケロ『カエキーナ弁護論』にお
ける争点に関する一考察」『日本法学』80 巻 1 号（2014 年）1 頁（書
評：佐々木健『法制史研究』65 号（2016 年）319 頁）、佐々木健「古代
ローマ占有訴訟における『慣習による駆逐 moribus deductio』（Cic. pro 
Caecina, 27）と暴力〔不動産占有回復〕unde vi 特示命令」『法学論叢』
182 巻 4・5・6 号（2018 年）288 頁を参照。 















筆者は Horak, Rationes Decidendi, Entscheidungsbegründungen bei 












15 学界展望〈ローマ法学史〉『国家学会雑誌』105 巻 3・4 号（1992 年）
143 頁以下（以下、「旧稿」という）。 
16 平井宜雄『法律学基礎論覚書』（有斐閣、1989 年、初出は『ジュリス
ト』No. 916～928（1988 年～1989 年））、同『続・法律学基礎論覚書』
（有斐閣、1991 年、初出は『法学協会雑誌』107 巻 5 号（1990 年）、
『ジュリスト』No. 956、960、962（1990 年））など。 



















19 Ehrlich, Beiträge zur Theorie der Rechtsquellen, 1. Teil, 1902. 拙稿「法曹
法の歴史的基礎づけ－エールリッヒの法源論－（1）（2・完）」『北




論については、同書 175 頁以下を参照。 
20 Ehrlich, Freie Rschtsfindung und freie Rechtswissenschaft, 1903, in: Recht 
und Leben, ausgewählt und eingeleitet von Rehbinder, 1967, S. 170. 拙訳「エ
ールリッヒ『自由な法発見と自由法学』」『北大法学論集』39 巻 1 号













21  Schulz, History of Roman Legal Science, 1946, p. 72, note 5, ders., 






22 大西英文訳「弁論家について」『キケロー選集 7 修辞学 Ⅱ』（岩波書
店、1999 年）所収。 
23 1992 年 5 月、筆者は法社会学会において法と事実の関係について研
究報告をした。本報告は、事実問題にこそ法の問題があるとするキケ
ロの弁論術と Ehrlich の法社会学との関係を論じたものであり、主とし
て de inventione（片岡英男訳「発想論」『キケロー選集 6 修辞学 Ⅰ』（岩
波書店、2000 年）所収）を分析した。報告要旨については拙稿「事実
問題と法（律）問題－エールリッヒとキケロ－」『法社会学』45 号
（1993 年）234 頁を参照。 






















中の民法 ローマ法との対話』（日本評論社、2001 年）110 頁以下のよ
うに学派の対立を重視していたのではない。むしろ、すでに春木一郎
























26 旧稿 146 頁以下。 
27 北海道大学法学部（編）『法学部教育・研究年報 7（1991・1992）』
（1993 年）152 頁を参照。 
28 1991 年 10 月 28 日の研究会（注 27）では、事案の理解についてとく



















ができても（民法 202 条 2 項）、被告が別訴29で所有物取戻訴権を行
使すると、占有者は本権者に勝てない30。したがって、被後見人が
 








































生活』（東京大学出版会、2012 年）339 頁以下を参照。 
31 後見人の権限については、原田・前掲書（注 10）316 頁以下と、そ



















者が pactum によって債務を免除しても、obligatio の効力は変わら
ない（債権者には依然として actio がある）が、債権者の請求に対
 
『告示注解』第 38 巻）序項を、後見人の訴訟代理については、同書 396
頁を参照。船田享二『ローマ法 第四巻』（岩波書店、1971 年）198 頁
以下も参照。 
32 我妻栄（編集代表）『新版 新法律学辞典』（有斐閣、1967 年）376 頁。 
33 原田・前掲書（注 10）389 頁。船田享二『ローマ法 第五巻』（岩波















34 obligatio と pactum の関係、pactum の効果、「合意（pactum）は守ら
れるべし」の意味などについてはさらに敷衍する必要があるが、別稿
に委ねざるをえない。 
35 取得時効を「抗弁」と理解することの問題性については Johannes 
Platschek 教授から指摘された。この場を借りて Platschek 教授に感謝の
意を表する。なお、使用取得が市民法上の制度であり、ローマ市民以
外に適用されなかった不備を補うため、長期間の前書（praescriptio longi 
temporis）、すなわち、長年にわたり（現在者は 10 年、不在者は 20 年）
土地を占有された所有者がその回収の訴を提起した場合、占有者は長
期間の占有の抗弁を提出しうることが二世紀末に規定された。原田・




















（１）パウルス『告示注解』第 54 巻の表題および全体像 
Lenel によれば、本法文の出典であるパウルス『告示注解』第 54
巻の表題は「占有と使用取得について」（de possessione et usucapione）
 
36 ゼミで紹介された文献については、注 4、注 5、注 7、注 8 を参照。
ゼミで紹介されなかった文献としては、概説書（原田・前掲書（注 10）、
船田・前掲書（注 2）、Jörs-Kunkel（注 2）、Kaser, Das Römische Recht I, 
1971 など）のほか、『標準注釈』（Corpus Iuris Civilis Iustiniani, 1627）第
3 巻 402-403、Savigny, Das Rechts des Besitzes, 7. Auflage、原田・前掲論
文（注 10）、小菅芳太郎「サヴィニィ『占有法』雑感」『北大法学論集』
23 巻 2 号（1972 年）218 頁、木庭・前掲書（注 13）、同『新版 ローマ
法案内 現代の法律家のために』（勁草書房、2017 年）などを参照した。 







656：D. 41, 2 (de adquirenda uel amittenda possessione), 1, pr.-1 
657：D. 41, 2, 1, 2-16；D. 1, 3 (de legibus senatusque consultis et longa 
consuetudine), 14 = D. 50, 17 (de diuersis regulis iuris antiqui), 
141, pr.；D. 41, 2, 1, 17-ult. 
658：D. 41, 2, 3, pr.-5；D. 50, 17, 141, 1；D. 41, 2, 3, 6-20 
659：D. 41, 2, 3, 21-23 
660：D. 41, 2, 7 
661：D. 41, 3 (de usurpationibus et usucapionibus), 2 
662：D. 41, 3, 4, pr.-3 
663：D. 41, 3, 4, 3 extr. 
664：D. 41, 4 (pro emptore), 2, pr.-9；D. 3, 3 (de procuratoribus et 
defensoribus), 49；D. 41, 4, 2, 10-21 
665：D. 41, 6 (pro donato), 1 
666：D. 41, 7 (pro derelicto), 2 
667：D. 41, 8 (pro legato), 2 
668：D. 41, 8, 4 
669：D. 34, 2 (de auro argento mundo ornamentis unguentis ueste uel 
uestimentis et statuis legatis), 4 
670：D. 41, 9 (pro dote), 2 
671：D. 41, 10 (pro suo), 2 
672：D. 41, 3, 4, 4-5 
673：D. 41, 3, 4, 6-21 





675：D. 18, 1 (de contrahenda emptione et de pactis inter emptorem et 
venditorem compositis et quae res venire non possunt), 52 
676：D. 48, 11 (de lege Iulia repetundarum), 8 
677：D. 47, 8 (ui bonorum raptorum et de turba), 3 
678：D. 47, 9 (de incendio ruina naufragio rate naue expugnata), 4 
以上の再構成から、パウルス『告示注解』第 54 巻の法文は、大
多数が『学説彙纂』第 41 巻に収録されていること、具体的には、
656 から 660 が『学説彙纂』第 41 巻第 2 章「占有の取得と消滅に
ついて」に、661 から 663 が第 3 章「使用取得の中断と使用取得に
ついて」に、664 が第 4 章「買主の使用取得について」に、665 が
第 6 章「受贈者の使用取得について」に、666 が第 7 章「放棄され
た物の使用取得について」に、667 と 668 が第 8 章「遺贈された物
の使用取得について」に、670 が第 9 章「嫁資の使用取得について」
に、671 が第 10 章「自分の物の使用取得について」に、672 から 674
が第 3 章「使用取得の中断と使用取得について」にそれぞれ収録さ
れていること、そして、『学説彙纂』第 41 巻第 2 章「占有の取得と
消滅について」に続く第 3 章から第 10 章においては使用取得が論
じられていることがわかる。 
（２）『学説彙纂』第 41 巻に収録されていない法文 
上記の再構成によれば、『学説彙纂』第 41 巻以外の場所に収録さ
れているパウルス『告示注解』第 54 巻の法文は、657 の一部、658









第 3 巻第 3 章「委任事務管理人と訴訟代理人について」に収録され
 





39『学説彙纂』第 50 巻 17 章第 141 法文第 1 項：一人の財産全部につい
て二人が単独相続人になることはない。 
40『学説彙纂』第 3 巻第 3 章第 49 法文：受任者（procurator）によって
善意の委任者（dominus）の法的地位が劣化してはならない。 









らく本来の脈絡から切り離されて、『学説彙纂』第 34 巻第 2 章「遺
贈された金、銀、華美な装飾品、香料、衣類・衣服、彫像について」
 





























45『学説彙纂』第 43 巻第 16 章第 8 法文：フルキニウスいわく、仮に占
有者が所有者でないとしても、彼が暴力によって追い出されたとき、
占有は暴力によって奪われる。 



























48 Lenel は 675（注 47）の直前の 674 に『学説彙纂』第 41 巻第 3 章第
4 法文第 22～24 項（注 46）、『学説彙纂』第 43 巻第 16 章第 8 法文（注
45）および『学説彙纂』第 41 巻第 3 章第 4 法文第 25～28 項を、675 の










使用取得が禁じられている。この脈絡から、おそらく Lenel は 675（末
尾）を元老院議決に違反して売却された物を買主は使用取得しえない
とする法文であると理解しているのではないかと推測される。 

























50 Savigny (注 35), S. 41 によっても、パウルス『告示注解』第 54 巻で
問題になっているのは占有一般と使用取得である（占有訴権が扱われ





























集』14 巻 3・4 号（1964 年）601 頁を参照。 
52 実定法学におけるローマ法文読解の意義については小山昇先生の発
言「ローマ法文の読解こそ実定法ではないか」（前稿 61 頁）を参照。
筆者の理解では、先生は「法学」という意味で「実定法」と言われた。 
ローマ法雑誌創刊号[2020] 
25 
 
もまったく無意味ではないであろう。今後もローマ法文の読解を積
み重ねていかなければならない。 
